
経済産業Report

（百万t-CO2）

2013年度 2030年度

運輸部門 224 146 ▲ 78 （▲35%）

うち乗用車 108 81 ▲ 27 （▲25%）

うち内航海運 11 9 ▲ 2 （▲17%）

うち鉄道 10 7 ▲ 3 （▲27%）

削減量（割合）CO2排出量 ①2030年度目標達成のための「更なる省エネの追求」

○更なる省エネを追求した船舶の開発・普及

○バイオ燃料の活用等の省エネ・省CO2の取り組み 等

②2050年CNに向けた「代替燃料の活用等の先進的な取組の支援」

○LNG燃料船、水素FC船（※）、バッテリー船等の実証・導入
　 (※)FC：Fuel Cell（燃料電池）

○水素燃料船、アンモニア燃料船の開発・実証

内航海運は国内貨物輸送量（トンキロベース）の約4割を担い、わが国の経済活動や国民生活を支える輸送イ
ンフラとして重要な役割を果たしていますが、他産業同様、CNに向けた取り組みの強化が求められています。

2019年度の内航海運のCO2排出量は1,038万トンと運輸部門の5％を占めており、2030年度の目標値として
902万トン（2013年度比▲17％、日本全体では同▲46％）が設定されています（図表1）。
そして、2021年に開催された国土交通省の「内航CN推進に向けた検討会」のとりまとめでは、①2030年度目標

達成のための「更なる省エネの追求」と、②2050年CNに向けた「代替燃料の活用等の先進的な取組の支援」を
今から行うことが重要とし、「省エネ追求」の方針の一つとして、2025年度にかけて「連携型省エネ船」の開発と普
及促進が示されています（図表2）。
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「連携型省エネ船」の普及が期待される内航海運
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2030年度に向けて更なる省エネを追求

期待される関連業界の連携

図表1 運輸部門のCO2削減目標

しかし、①中小・零細船主主体の業界構造の中で、
既存船比高い船価に見合った用船料を確保できる
か不透明であること、②港湾における充電インフラの
整備が必要であること、などの課題も多く、本格的な
普及には至っていません。
とは言え、CN対応のみならず、トラックドライバーの

2024年問題に伴うモーダルシフトや内航船員不足
の観点からも、連携型省エネ船の普及促進は極め
て重要とみられます。そのためにも、船主やオペ、荷
主に加えて、陸上・港湾関係者など関連業界の連
携がさらに進展することが期待されます。

図表3 連携型省エネ船の特徴

（資料）国土交通省資料より当部作成

（資料）国土交通省資料より当部作成

連携型省エネ船
の普及

図表2 内航海運施策の骨子

（資料）国土交通省資料より当部作成

連携型省エネ船とは、推進系のハイブリッド化のほか、運航支援設備の導入、荷役・離着桟設備の自
動化・電動化等により、省エネ・低炭素化を実現する船舶のことを言い、フルバッテリー船を含め、これま
でも幾つかの建造例があります（図表3）。

○推進系のハイブリッド化により運航中のCO2排出量を削減

○荷役・離着桟設備の自動化・電動化

○運転支援設備の導入により、航路等を最適化

○省エネ船型の開発・採用


